






 

付録２ サービス産業動向調査の概要 

 

１ 調査の目的 
サービス産業の生産・雇用等の動向を把握し，ＧＤＰの四半期別速報（ＱＥ）を始めと

する各種経済指標の精度向上等に資するとともに，サービス産業の詳細な産業分類別及び

地域別の状況を年次で把握することを目的としている。 

 

２ 調査の根拠法令 
  統計法（平成19年法律第53号）に基づく一般統計調査として実施している。 
 
３ 調査の対象 

平成21年経済センサス‐基礎調査を母集団とし，サービス産業※１を主産業とする全国の

事業所・企業等のうち，統計的手法によって選定※２された事業所・企業等を対象としてい

る。 

毎月実施している月次調査では約39,000事業所・企業等を調査し，年一回実施する年次

調査（拡大調査）では約77,000事業所・企業等を調査している。 

※１ 調査対象業種の詳細は付録８参照 

※２ 選定方法の詳細は付録３参照 

 

４ 調査票の種類及び調査事項 
(1) 調査票の種類 

① 月次調査 

事業所・企業等の別に，調査開始１か月目は「１か月目用調査票」，２か月目以降

は「月次調査票」を用いて調査している。 

  ② 拡大調査 

事業所・企業等の別に，「拡大調査票」を用いて調査している。 

 

(2) 調査事項 

月次調査及び拡大調査における調査票ごとの調査事項は以下の表のとおりである。 

  ① 月次調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

② 拡大調査 

 

 

 

      

 

 

 

 

 月間売上高 需要の状況 
事業所の主な 

事業の種類 

月末の事業従事者

数及びその内訳 

１か月目用調査票 

（事業所用） 

○ 

（※） 
○ ○ 

○ 

（※） 

月次調査票 

（事業所用） 
○ ○ － ○ 

１か月目用調査票 

（企業等用） 

○ 
（事業活動別） 

（※） 

○ 

（事業活動別） 
－ 

○ 

（※） 

月次調査票 

（企業等用） 

○ 

（事業活動別） 

○ 

（事業活動別） 
－ ○ 

 
経営組織及び

資本金等の額 

売上高（収入

額）の計上期間 

年間売上高 

（収入額）等 

事業所の主な

事業の種類 

事業従事者数

及びその内訳 

拡大調査票 

（事業所用） 
○ ○ ○ ○ ○ 

拡大調査票 

（企業等用） 
○ ○ 

○ 

（事業活動別・ 

都道府県別） 

－ 
○ 

(事業活動別) 

※調査月及びその前月分を調査 



 

 

５ 調査の方法 

  調査は，民間調査機関に委託し，調査対象事業所・企業等の事業主又は事業主に代わる

者が配布された調査票に記入することにより実施している。調査票の配布・回収は，郵送

又はオンライン調査により行っている。ただし，調査票が未回収の場合については，調査

員が調査事業所を直接訪問し，回収を行うことがある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜重複是正措置について＞ 

記入者負担を軽減するため，本調査の調査対象事業所・企業等が，経済産業省の実施し

ている統計調査※と重複している場合，本調査の調査票を配布せず，同省の調査から得ら

れた調査票情報の提供を受けている。また，「経済センサス」を実施した年の拡大調査で

は，事業所対象の客体には調査票を配布せずに「経済センサス」から得られた調査票情報

の提供を受けている。 

※月次調査は特定サービス産業動態統計調査，拡大調査は特定サービス産業実態調査 

 

６ 集計 

集計は，独立行政法人統計センターにおいて行っている。 

 

７ 結果の公表 

調査結果は，速報及び確報により，インターネット及び閲覧に供する方法で公表してい

る。 

① 月次調査 

   速報：原則，調査対象とする月の翌々月の下旬に公表 

   確報：原則，調査対象とする月の５か月後の下旬に公表 

  ② 拡大調査 

   速報：原則，調査実施翌年の７月末までに公表 

   確報：原則，調査実施翌年度末までに公表 

回答
オンライン調査

③受領
①郵送による配布 郵送調査
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拡大調査票（企業等用）

付録５　調査票様式

SA
M
PL

E

007869
タイプライターテキスト
平成26年は経済センサスを実施したため，事業所を対象とした調査は実施しておらず，事業所用の調査票は作成していない。
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❖ サービス産業動向調査の概要、留意事項  ·····················  Ｐ２

❖ 調査票２ページ  ···········································  Ｐ３～６

調査票２ページには、貴社（団体等）

の全体の状況を記入してください。 

❖ 調査票３～６ページ（地域別Ａ票・Ｂ票）  ····················  Ｐ７

地域別Ａ票・Ｂ票には、貴社（団体等）

の都道府県別（海外を含む）の状況を

記入してください。 

なお、貴社（団体等）の事業活動が、

それぞれ一つの都道府県に限定され、

海外でも実施していない場合は、地域

別Ａ票・Ｂ票（調査票３～６ページ）

に記入する必要はありません。 

～調査票を記入する前にお読みください～ 

１ 

Ｐ３ 
Ｐ３ 

Ｐ４ Ｐ３ 

Ｐ５ 

Ｐ６ 

Ｐ６ 

記入のしかた（企業等用）

付録６　記入のしかた（抜粋）



サービス産業動向調査は、統計法に基づき総務省統計局が実施している統計調査です。

❖ サービス産業動向調査の目的

サービス産業動向調査は、サービス産業の生産・雇用の動向等を把握し、ＧＤＰの四半期別速報（Ｑ

Ｅ）を始めとする各種の経済指標の精度向上やサービス産業に関する政策の企画立案、民間企業等の

経営判断、研究分析に活用することを目的に実施しています。 

❖ サービス産業動向調査の「月次調査」と「拡大調査」について

サービス産業動向調査では、従来から実施している毎月の調査（「月次調査」）に加え、年１回「拡

大調査」を実施します。 

「月次調査」は、毎月、サービス産業全体の生産及び雇用の動向を明らかにするために実施してい

る統計調査ですが、「拡大調査」は、さらに地域別の状況などを明らかにし、都道府県の産業政策や民

間企業の経営判断などに活用されることを目的とした重要な統計調査です。 

サービス産業動向調査の概要

２ 

❖ 調査票の記入に当たっての留意事項

・企業等には、国・地方公共団体が運営する公営企業等を含めます。

・会社企業の場合は、連結子会社を含まない単体を対象とします。

＜記入上の注意点＞ 

・黒又は青のボールペンなどで、はっきり記入してください。

・記入した内容を訂正する場合は、二重線で消し、正しい内容を記入してください。

・数字を記入する欄について、年間売上高がない場合や６月末の事業従事者の該当者がいない場合には

空欄にせず、「０」を記入してください。

・金額欄は、千円未満を四捨五入し千円単位で記入してください。

また、「￥」記号は付けないでください。

留意事項 



◆１．経営組織及び資本金等の額

「２．貴社（団体等）の事業活動の内容」と「３．貴社（団体等）の事業活動別年間売上高（収入額）等」には、

あらかじめ印字された年の１月から 12 月までの１年間について記入してください。あらかじめ印字された年の

１月から 12 月までの１年間について記入できない場合は、この期間を最も多く含む決算期間（例えば、３月期

決算の場合は、あらかじめ印字された年の４月から翌年３月まで）を記入した上で、その期間の事業活動・売上

高を記入してください。

◆２．貴社（団体等）の事業活動の内容

１．（２） 資本金又は出資金・基金の額 

● 株式会社、有限会社、合名会社、合資会社、合同会社、相互会社については、企業の資本金・出資金・

基金を千円単位で記入してください。なお、資本準備金は含まれません。

１．（１） 経営組織 

○個人経営 個人が事業を営んでいる場合をいいます。会社や法人組織になっていない共同経営の場合も

個人経営となります。

○外国の会社 外国で設立された法人の支店、営業所などのうち、会社法の規定により日本に営業所などの所在地を

登記したものをいいます。なお、外国人が経営する会社や外国の資本が経営に参加している、いわゆる外資系の

会社は含まれません。 
○会社以外の法人 会社以外で法人格を持っている団体をいい、国及び地方公共団体も含みます。

○法人でない団体 団体であるが法人格を持たないものをいいます。例えば、協議会、管理組合などで、法人格を

持たないものが該当します。

３ 

● 事業活動１～４にあらかじめ印字された事業活動につ

いて、年間売上高（収入額）が大きいサービス業の事業活

動（上位４つ）であるかを確認してください。

● あらかじめ印字された事業活動が異なる場合は、事業活

動名等を二重線で消して、その右の欄に正しい事業活動名

及びそれに対応する分類コード（別冊「事業活動一覧」を

参照）を記入してください。

● あらかじめ印字された事業活動のうち、記入対象期間に

実施していない事業活動については、事業活動名等を二重

線で消してください。また、あらかじめ印字された事業活

動以外で、記入対象期間に実施している事業活動があれば、

右の欄に事業活動名及びそれに対応する分類コード（別冊

「事業活動一覧」を参照）を記入してください。

● 「５ その他」には、事業活動１～４以外のサービス業や、卸売業､小売業、製造業などサービス業以外の

事業活動が含まれます。そのうち主な事業活動についてはその内容を記入してください。

● １～４の事業活動のうち、年間売上高（収入額）（または営業利益等）が最も大きいなど、貴社（団体等）

が行っているサービス業の事業活動のうち最も主要とお考えのものに○を付けてください。



◆３．貴社（団体等）の事業活動別年間売上高（収入額）等

３．（２） 事業活動を継続するための収入（３．（１）以外の運営費交付金、補助金等） 

● 「１.（１）経営組織」が「７ 会社以外の法人」又は「８ 法人でない団体」の場合で、３．（１）に含

めない「事業活動を継続するための収入（運営費交付金、寄付金、献金、補助金、会費、会員の負担金等）」

があれば、事業活動ごとに記入してください。

● 「事業活動を継続するための収入」がない場合は、「０」千円と記入してください。

● 「１.（１）経営組織」が「１ 個人経営」～「６ 外国の会社」は、「事業活動を継続するための収入」

の記入は不要です。

３．（１） 事業活動別年間売上高（収入額） 

● 年間売上高（収入額）とは、貴社（団体等）においてサービス等を提供した対価として得られたもので、

仕入高や給与などの経費を差し引く前の１年間の金額をいいます。

● 消費税の取扱いについては、原則税込みですが、会計処理上税込みで記入することが困難な場合は税抜き

で記入し、「□」内にレを記入してください。

● 「２．貴社（団体等）の事業活動の内容」の事業活動ごとに年間売上高（収入額）を記入してください。 
● １～５の事業活動の売上高（収入額）の合計と「企業全体（合計）」が同額とならない場合は、

「５ その他」で同額となるように調整してください。

● 年間売上高（収入額）がない場合は、「０」千円と記入してください。

● 事業活動別年間売上高の記入が難しい場合は、企業全体の売上高に占める割合をご記入ください。

 売上高（収入額）に含めるもの 
○受託販売 ・・・ 販売手数料収入

○委託販売 ・・・ 委託先で販売した実際の販売額

○不動産代理業・仲介業 ・・・ 代理手数料収入、仲介手数料収入など

○取次業 ・・・ 取次手数料収入（クリーニングや写真（現像・焼付・引伸）などの取次手数料）

○自家消費・贈与 ・・・ 商品や製品などを自家用に消費したり他人に贈与した場合には、金額に換算した額

○医療業・介護事業 ・・・ 医療保険・介護保険からの受取保険料、利用者の自己負担など

○共済組合、年金基金などの社会保険事業団体の給付事業 ・・・ 事務手数料収入など

○会社以外の法人及び法人でない団体 ・・・ 事業活動によって得た収入

注）正確な売上高（収入額）がどうしても把握できない場合は、概算額を記入してください。

 売上高（収入額）に含めないもの 
○預金・有価証券などから生じた事業外の利子・配当収入

○事業外で有価証券、土地や建物などの財産（資産）を売却して得た収入

○借入金

○本所・本社・本店などから支給される支所・支社・支店の運営経費、繰越金

○会社以外の法人及び法人でない団体における事業・活動を継続するための収入（運営費交付金、寄付金、献金、補助金、会

費、会員の負担金等）

注）この調査票では、事業活動を継続するための収入については売上高（収入額）に含めません。

４ 



 ◆４．貴社（団体等）の６月末の事業従事者数  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 

４．（２） ４.（１）のほかに他の企業などからきて（出向又は派遣）貴社（団体等）で働いている人 

● 労働者派遣法でいう派遣労働者のほかに、在籍出向など出向元に籍がありながら、貴社（団体等）で働い

ている人をいいます。 
● 該当者がいない場合は、空欄にせず「０」人と記入してください。 

４．（１） 貴社（団体等）に所属する事業活動別従業者数 

● 「２．貴社（団体等）の事業活動の内容」で記入した事業活動ごとに該当者の人数を記入してください。  
● 該当者がいない場合は、空欄にせず「０」人と記入してください。 
● 複数の事業活動に従事している人については、従事している事業活動それぞれに計上してください。  
● 特定の事業活動に従事しているとすることが難しい人（例えば、本社等の管理部門に所属する人）または

１～４の事業活動以外の事業活動に従事している人については、「５ その他」に含めて記入してください。 
● 「総数（①～④の合計）」には、（１）の①～④欄を合算して記入してください。 
○「① 有給役員」とは、個人経営以外の場合で、役員報酬を得ている人をいいます。 
○「常用雇用者」とは、以下の要件のいずれかに該当する人をいいます。 

・雇用期間を定めないで雇用している人 
・１か月を超える雇用期間を定めて雇用している人 
・５月と６月にそれぞれ 18 日以上雇用している人 

◇「② 正社員・正職員などと呼ばれている人」とは、常用雇用者に該当する人のうち、一般に正社員・ 

正職員などと呼ばれている人をいいます。 
◇「③ ②以外の人（パート・アルバイトなど）」とは、常用雇用者のうち、一般に嘱託、パートタイマー、

アルバイト、又はそれに近い名称で呼ばれている人をいいます。 
◇「④ 臨時雇用者（③以外のパートアルバイトを含む）」とは、常用雇用者以外の雇用者で、１か月以内

の期間を定めて雇用されている人や、日々雇用されている人をいいます。 

５ 



 ◆５．地域別の状況   

  
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
事業活動ごとに、地域別の状況を記入してください。 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 ◆〔備考欄〕   

 
 
 
 
 
 

 
 
 

❖「５．地域別の状況」で、「２ 限定されない（海外における活動を含む）」を選択した事業活

動がある場合は、７ページを参照の上、地域別Ａ票・Ｂ票（調査票３～６ページ）に記入してく

ださい。 
❖「５．地域別の状況」で、１～４の事業活動すべてについて、「１ 限定される」を選択した場

合は、これで調査票の記入は終了です。  

● 貴社（団体等）について、大きな変化があった場合は、その状況を記入してください。 
● 「２．貴社（団体等）の事業活動の内容」について、記入対象期間後に変更があった場合は、その状況を

記入してください。 
● 特記事項の例として選択肢を設けましたので、該当する項目の番号に○を付けるなどによりご利用くださ

い。 

 
● 「２．貴社（団体等）の事業活動の内容」で実施していないとした事業活動については、記入や修正の必

要はありません。 

 
● 「２ 限定されない（海外における活動を含む）」に○を付けてください。 
● 当該事業活動をあらかじめ印字された都道府県で実施していない場合、都道府県名の修正の必要はありま

せん。 
● 都道府県名が印字されていない場合、都道府県名の記入の必要はありません。 
● 地域別Ａ票又はＢ票に年間売上高（収入額）又は割合を記入してください（７ページ参照）。 

 
● 「１ 限定される」に○を付けてください。 
● 当該事業活動を実施している都道府県があらかじめ印字されたものと異なる場合は、都道府県名を二重線

で抹消し、余白に正しい都道府県名を記入してください。 
● 都道府県名が印字されていない場合は、当該事業活動を実施している都道府県名を記入してください。 

６ 

＜「１ 限定される」に○を付けた場合＞ ＜一つの都道府県で実施している事業活動＞ 

＜複数の都道府県又は海外で実施している事業活動＞ 

＜実施していない事業活動＞ 



 ◆＜地域別Ａ票・Ｂ票（調査票３～６ページ）＞   

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
● あらかじめ印字された都道府県以外で、貴社（団体等）が事業展開している都道府県があれば、当該都道

府県名を地域別Ａ票・Ｂ票の下部にある空欄に記入した上で、当該都道府県の年間売上高（収入額）又は 

割合を記入してください。 

 
 
 
 
● あらかじめ印字された都道府県において当該事業活動を行っていない場合は、都道府県名を二重線で消し

てください。 

 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
● 「３．（１）事業活動別年間売上高（収入額）」の内訳を都道府県・海外別に記入してください。各都道府

県・海外の年間売上高（収入額）は貴社（団体等）のサービスの提供場所で計上することを基本とします。 
● 年間売上高（収入額）を記入できない場合は、「３．（１）事業活動別年間売上高（収入額）」に占める 

各都道府県・海外の年間売上高の割合（0.1％未満を四捨五入）を記入してください。 
※『売上高（収入額）』又は『年間売上高の割合』のどちらか一方をご記入ください。 

● 海外における事業活動を行っている場合は、調査票３ページ又は５ページの下部にある「海外」欄に年間

売上高（収入額）又は割合を記入してください。 
● 各都道府県・海外の年間売上高（収入額）がわからない場合は、事業従事者数など地域別の売上高（収入

額）を表す適切な情報を用いてあん分してください。 
● 調査票２ページの「３．（１）事業活動別年間売上高（収入額）」と「地域別Ａ票・Ｂ票」で記入する 

年間売上高（収入額）の合計が、四捨五入等により一致しない場合は、当該事業活動において年間売上高が

最も大きい都道府県・海外の額で調整し、同額となるように記入してください。 
● 地域別の事業活動別年間売上高（収入額）を、複数の都道府県の合算値で記入している場合は、合算して

いる都道府県の範囲をカッコでくくるなどしてください。 

● 調査票２ページの「２．貴社（団体等）の事業活動の内容」の事業活動について、各都道府県・海外にお

ける展開状況を、以下の該当ページに記入してください。 
 事業活動１及び事業活動２ → 地域別Ａ票（調査票３～４ページ） 
 事業活動３及び事業活動４ → 地域別Ｂ票（調査票５～６ページ） 
● 事業活動ごとに、以下の記入例を参照して記入してください。 

７ 

＜都道府県名の削除＞ 

＜都道府県名の追加＞ 
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